
平成14年6月期 個別財務諸表の概要

上 場 会 社 名

コ ー ド 番 号

問 い 合 わ せ 先

TEL 　(０３)　５９０８－０７１１

決 算 取 締 役 会 開 催 日 有 無

定 時 株 主 総 会 開 催 日 有 無

1.平成14年6月期の業績(平成13年7月1日～平成14年6月30日)

(1)経営成績 (百万円未満切捨)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成14年6月期 ( ) ( ) ( )
平成13年6月期 ( ) ( ) ( )

百万円 ％ 円　銭 円　銭 ％ ％ ％

平成14年6月期 ( )
平成13年6月期 ( )
(注) ①期中平均株式数 株

株

　　②会計処理の変更の有無 有 無

　　③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

平成14年6月期

平成13年6月期

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　銭

平成14年6月期

平成13年6月期

(注)期末発行済株式数 平成14年6月期 株

平成13年6月期 株

　　 期末自己株式数 平成14年6月期 株
平成13年6月期 株

２．平成１5年6月期の業績予想（平成14年　7月　1日～平成15年　6月30日）

百万円 百万円 百万円 円　銭
      通　      期

１株当たり年間配当金

1,400 20 16

売上高 当期純利益

株主資本

-               -               

-               -               -                  

-                  

98.5 279,598.04
9,730 9,628 99.0 234,660.61

11,252 11,080

株主資本比率 １株当たり株主資本

-               -               -               

配当性向
株主資本
配当率

配当金総額
(年間)

-               -               

１株当たり年間配当金

中 間

-               

△3.8 △2.6 △28.4
40,237.91

△ 432 － △ 10,910.19 ‾

売上高
経常利益率

△ 1,630 － △15.7 △1.8 △12.5

１株当たり
当期純利益

‾△ 40,517.13

当期純利益
潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株主資本
当期純利益率

△ 192－

総資本
経常利益率

－

1,055 △7.2   △ 274 － △ 300 －

1,541 46.1     △ 174

平成14年 9月20日

売上高 営業利益 経常利益

単元株制度採用の有無

氏 名 五 十 嵐 弘 子

平成14年 8月21日 中間配当制度の有無

4741 本 社 所 在 都道 府県 東 京 都

責任者役職名 経 理 部 長

（URL　http://www.iri.co.jp)

平成14年8月21日

株式会社インターネット総合研究所 上 場 取 引 所 マ ザ ー ズ

0.87
-               

経常利益

平成14年6月期

平成13年6月期

期 末

39,630

41,033.68
39,630

総資産

1



貸借対照表 株式会社インターネット総合研究所

(単位:千円)

構成比 構成比

％ ％

Ⅰ

1. 344,123         2,057,950      
2. 97,761           242,783         
3. -                     301,984         
4. 22,914           22,606           
5. 905,303         -                     
6. 265,980         -                     
7. 3,930             16,894           

1,640,014      16.8% 2,642,219      23.5%
Ⅱ

1.

(1) 建 物 52,887           45,904           
減 価 償 却 累 計 額 △10,734        42,153           △3,128          42,775           
(2) 工 具 器 具 及 び 備 品 49,930           40,026           
減 価 償 却 累 計 額 △22,515        27,415           △10,658        29,368           

69,568           0.7% 72,144           0.6%
2.

(1) 商 標 権 655                803                
(2) ソ フ ト ウ ェ ア 6,932             4,848             
(3) そ の 他 2,809             2,901             

10,398           0.1% 8,554             0.1%
3.

(1) 投 資 有 価 証 券 714,911         2,368,337      
(2) 関 係 会 社 株 式 6,500,122      4,953,562      
(3) 出 資 金 ※３ 545,099         1,041,201      
(4) 関係会社長期貸付金 100,000         -                     
(5) 長 期 前 払 費 用 1,783             3,003             
(6) 差 入 保 証 金 128,881         128,523         
(7) そ の 他 19,490           34,792           

8,010,288      82.4% 8,529,419      75.8%
8,090,255      83.2% 8,610,118      76.5%
9,730,269      100.0% 11,252,338    100.0%

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

科目

有 価 証 券

営 業 未 収 金

未 収 金

委 託 保 証 金

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

前 払 費 用

そ の 他

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

第  5  期

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

期別 第  6  期
(平成13年  6月30日現在)(平成14年  6月30日現在)

( 資 産 の 部 )

金額金額

２



貸借対照表 株式会社インターネット総合研究所

(単位:千円)

構成比 構成比

％ ％

Ⅰ

1. 11,689           49,450           
2. 55,186           95,880           
3. 9,587             7,924             
4. 4,000             9,173             
5. 19,560           9,438             

100,023         1.0% 171,867         1.5%
Ⅱ

1. 1,461             
1,461             0.0% -                     -           

101,484         1.0% 171,867         1.5%

Ⅰ 2,050,000      18.2%
Ⅱ 9,421,000      83.7%
Ⅲ

1. 390,529         △3.4%
11,080,470    98.5%
11,252,338    100.0%

Ⅰ ※１ 2,188,000      22.4%
Ⅱ

1. 9,467,285      9,467,285      97.3%
Ⅲ

1. 2,020,854      △ 2,020,854△20.7%
Ⅳ △5,298          △0.0%
Ⅴ ※２ △347             △0.0%

9,628,784      99.0%
9,730,269      100.0%

繰 延 税 金 負 債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

自 己 株 式

資 本 準 備 金

欠 損 金

当 期 未 処 理 損 失

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

( 資 本 の 部 )

資 本 金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

当 期 未 処 理 損 失

資 本 金

資 本 準 備 金

金額 金額

( 負 債 の 部 )

流 動 負 債

第  6  期 第  5  期
(平成14年  6月30日現在) (平成13年  6月30日現在)

固 定 負 債

期別

科目

営 業 未 払 金

流 動 負 債 合 計

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

そ の 他

３



損益計算書 株式会社インターネット総合研究所

(単位:千円)

百分比 百分比
％ ％

Ⅰ

1. 1,541,746     1,541,746     100.0% 1,055,146     1,055,146     100.0%
Ⅱ

1. ※３ 1,178,523     1,178,523     76.4% 633,243        633,243        60.0%
363,223        23.6% 421,902        40.0%

Ⅲ ※1※2 537,578        34.9% 696,392        66.0%
174,355        △11.3% 274,489        △26.0%

Ⅳ

1. 1,886            15,121          
2. 5,202            1,005            
3. ※３ 26,485          17,689          
4. 2,357            35,931          2.3% 4,996            38,811          3.7%

Ⅴ

1. -                    45                 
2. 948               -                    
3. -                    966               
4. -                    7,997            
6. 47,948          54,134          
7. 4,937            53,834          3.5% 1,259            64,404          6.1%

192,258        △12.5% 300,082        △28.4%

Ⅵ

1. 2,192            -                    
2. 107,250        109,442        7.1% -                    -                    -            

Ⅵ

1. 826,920        59,861          
2. 625,076        -                    
3. 79,199          -                    
4. 519               -                    
5. 10,413          
6. ※４ -                    1,542,129     100.0% 27,500          87,361          8.3%

1,624,944     △105.4% 387,444        △36.7%
5,380            7,932            

-                    5,380            0.3% 36,994          44,926          4.3%
1,630,324     △105.7% 432,370        △41.0%
△390,529     41,840          
2,020,854     390,529        当 期 未 処 理 損 失

法人税 ， 住民税及び事業税

税 引 前 当 期 純 損 失

当 期 純 損 失

前期繰越利益又は損失（△）

支 払 利 息

新 株 発 行 費

開 業 費 償 却

法 人 税 等 調 整 額

組 合 損 失

雑 損 失

経 常 損 失

特 別 損 失

本 社 移 転 費 用

営 業 権 償 却

営 業 外 収 益

受 取 利 息

営 業 外 費 用

受 取 業 務 手 数 料

雑 収 入

受 取 配 当 金

金額

売 上 高

事 業 収 入

売 上 原 価

第5期
自平成13年7月  1日 自平成12年7月  1日
至平成14年6月30日 至平成13年6月30日

事 業 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 損 失

期別 第6期

科目 金額

特 別 利 益

出 資 金 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

投 資 有 価 証 券 評 価 損

事 業 再 編 整 理 損

関 係 会 社 株 式 評 価 損

投 資 有 価 証 券 売 却 損

固 定 資 産 売 却 損

４



損失処理案 株式会社インターネット総合研究所

(単位:千円)

当期未処理損失の処理

Ⅰ 2,020,854 390,529

Ⅱ 2,020,854 390,529

期別 第6期 第5期
(平成14年9月20日) (平成13年9月21日)

次 期 繰 越 損 失

金　　　額 金　　　額科目

当 期 未 処 理 損 失

５



重要な会計方針 株式会社インターネット総合研究所

1.    有価証券の (1) 子会社および関連会社株式 (1) 子会社および関連会社株式
評価基準及び    移動平均法による原価法    移動平均法による原価法

評価方法 (2) その他有価証券 (2) その他有価証券
時価のあるもの： 時価のあるもの：

   決算末日の市場価格等に基づく時価法 　 移動平均法による原価法

（評価差額は、全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定して

いる。）

時価のないもの： 時価のないもの：

　 移動平均法による原価法 　 同左

2.     固定資産の (1) 有形固定資産：定率法 (1) 有形固定資産：定率法
減価償却の方法     なお、建物については８～１５年、 工具

器具備品については３～１０年で償却して 　 同左

おります。

(2) 無形固定資産：定額法 (2) 無形固定資産：定額法
　 自社利用のソフトウェアについては利用 　 ただし、ソフトウェアについては、ソフトウ

可能期間 （５年） に基づく定額法によって ェアから組成される販売用ソフトの販売見

おります。 込期間で、毎期均等額を償却しております。

　  なお、自社利用ソフトウェアについては、

利用可能期間 （５年） に基づく定額法によ

っております。

3. 繰延資産の処理 (1) 新株発行費 (1) 開業費
方法 　支出時に全額費用として処理しておりま 　商法の規定する最長期間（５年間）で毎期

す。 均等額を償却しております。

4. 収益の認識基準    契約上、取引先の検収を要する業務受

託契約については、 検収基準を採用して 　 同左

おりますが、役務提供期間に定めのある業

務委託契約ついては、契約総額を当該契

約期間に按分して、収益計上しております。

5. 　  リース取引の     リース物件の所有権が借主に移転する

処理方法 と認められるもの以外のファイナンスリース 　 同左

取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

6. 　 その他財務諸 (1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理
表作成のための 　 消費税等の会計処理は、税抜方式によ 　 同左

重要な事項 っております。

(2) 投資事業組合への出資金の会計処理 (2) 投資事業組合への出資金の会計処理
   組合契約に規定される決算報告日に応

じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、 　 同左

持分相当額を純額で取り込む方法によっ

ております。

至  平成13年  6月30日

第  5  期
自  平成12年  7月  1日

第  6  期
自  平成13年  7月  1日
至  平成14年  6月30日

６



重要な会計方針 株式会社インターネット総合研究所

(表示方法の変更)    未収金は総資産額の100分の 1を超えた    差入保証金は総資産額の100分の 1を超
ため、 区分掲記することとしました。 えたため、 区分掲記することとしました。

    なお、前期は流動資産「その他」に937千     なお、前期は投資その他の資産「その他」
円含まれております。 に73,337千円含まれております。

　  前期まで独立掲記しておりました以下の

科目について、営業外収益の総額の100分
の10以下であるため、営業外収益「雑収入」
に含めて表示しております。

雇 用 開 発 助 成 金 1,410 千円
受 取 賃 借 料 927 千円

至  平成14年  6月30日 至  平成13年  6月30日

当 期 末 残 高

第  6  期 第  5  期
自  平成13年  7月  1日 自  平成12年  7月  1日

７



重要な会計方針 株式会社インターネット総合研究所

(追加情報) （金融商品会計） （金融商品会計）

　 金融商品については、 当事業年度より、    金融商品については、当事業年度より

その他有価証券のうち時価のあるものの評 金融商品に係る会計基準（ ｢金融商品に

価方法について、 金融商品に係る会計基 係る会計基準の設定に関する意見書 」 ）

準 （ 「 金融商品に係る会計基準の設定に 企業会計審議会　平成11年　1月22日））
係る会計基準の設定に関する意見書　」 を適用しております。

（ 企業会計審議会　平成11年1月22日 ）     ただし、 その他有価証券については、

を適用しております。 時価評価を行わず、原価法を採用いたし

　 この結果、 その他有価証券評価差額金 ました。なお、これによる損益への影響は

△5,298千円、固定負債（繰延税金負債） ありません。平成12年大蔵省令第 8号附
1,461千円が計上されております。 則第４項によるその他有価証券に係る貸

借対照表計上額等は、 次のとおりであり

ます。

貸借対照表計上額 467,178千円
時 価 519,218千円
評価差額金相当額 30,156千円
繰延税金負債相当額 21,882千円

（貸借対照表）

1. 　「自己株式」については、財務諸表等規
則の改正により当期より資本に対する控除

項目として資本の部の末尾に表示しており

ます。

2. 　 財務諸表等規則の改正により、当期より
「資本準備金」は「資本剰余金」として表示

しております。

3. 　 財務諸表等規則の改正により、当期より
「利益準備金」は「利益剰余金」として表示

しております。

4. 　 財務諸表等規則の改正により、当期より
「当期未処分利益」は「利益剰余金」の内

訳科目として表示しております。

至  平成14年  6月30日 至  平成13年  6月30日

第  6  期 第  5  期
自  平成13年  7月  1日 自  平成12年  7月  1日

８



注記事項 株式会社インターネット総合研究所

(貸借対照表関係) (貸借対照表関係)

※1 162,440 株 ※1 158,520 株
39,630 株

普　　通　　株　　式 41,033.68 株

※２ 0.87 株 ※２

※３ 投資事業組合への出資金の評価 ※３ 投資事業組合への出資金の評価

　 投資事業組合への出資のうち 455,576千円につい 　 投資事業組合への出資のうち 483,807千円につい
ては、 平成14年  3月31日現在の組合決算報告書に ては、 平成13年  3月31日現在の組合決算報告書に
基づき、89,523千円については、平成13年12月31日 基づき、97,852千円については、平成12年12月31日
現在の組合決算報告書に基づいて評価しております。 現在の組合決算報告書に基づき、 459,542千円につ

いては、 平成12年12月31日現在の中間組合決算報
告書に基づいて評価しております。

※４ 　財務諸表等規則第６７条の差額金は2,021,202千円 ※４

であります。

自己株式の保有数

第  5  期第  6  期

(  平成14年  6月30日現在  ) (  平成13年  6月30日現在  )

授 権 株 式 数

発 行 済 株 式 総 数

授 権 株 式 数

発 行 済 株 式 総 数

９



注記事項 株式会社インターネット総合研究所

(損益計算書関係) (損益計算書関係)
※1 　 販売費に属する費用のおおよその割合は 15% ※1 　 販売費に属する費用のおおよその割合は 25%
であり、一般管理費に属する費用のおおよその割 であり、一般管理費に属する費用のおおよその割

合は85%であります。 合は75%であります。
主要な費用及び金額は次のとおりであります。 　 主要な費用及び金額は次のとおりであります。

54,980         千円 62,008         千円

50,366         千円 50,616         千円

140,797       千円 220,491       千円

22,218         千円 25,924         千円

26,335         千円 31,264         千円

71,329         千円 100,485       千円

50,975         千円 10,588         千円

11,729         千円 25,041         千円

5,077           千円

27,361         千円

※２ 一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費 ※２ 一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費

は次のとおりであります。 は次のとおりであります。

一 般 管 理 費 54,980         千円 一 般 管 理 費 62,008         千円

※３ 　各科目に含まれている関係会社に対するものは、 ※３    営業外収益のうち、関係会社との取引に関する

次のとおりであります。 ものは次のとおりであります。

業務委託費 431,390 千円 受取業務手数料 8,700 千円
受取業務手数料 20,600 千円

※４ ※４ 　 本社移転費用の内訳は次のとおりであります。

（有形固定資産の除却に関するもの）

建物付属設備 15,227 千円
工具器具備品 5,024 千円
(上記以外のもの）

移転費用 7,247 千円
　　　　　　計 27,500 千円

至  平成14年  6月30日 至  平成13年  6月30日

第  6  期 第  5  期
自  平成13年  7月  1日 自  平成12年  7月  1日

研 究 開 発 費 研 究 開 発 費

役 員 報 酬 役 員 報 酬

給 与 手 当 給 与 手 当

旅 費 交 通 費 旅 費 交 通 費

通 信 費 通 信 費

支 払 手 数 料 支 払 手 数 料

減 価 償 却 費

ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費

賃 借 料 消 耗 品 費

賃 借 料減 価 償 却 費
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注記事項 株式会社インターネット総合研究所

(リース取引関係) (リース取引関係)

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 以外のファイナンス・リース取引

(1)    リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 (1)    リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 相当額及び期末残高相当額

(単位:千円) (単位:千円)
工具器具
及び備品 ソフトウェア 合計

工具器具
及び備品 ソフトウェア 合計

取得価額相当額 69,700 7,205 76,906 取得価額相当額 89,168 7,972 97,140
減価償却累計額相当額 44,873 3,928 48,801 減価償却累計額相当額 45,863 3,125 48,989
期末残高相当額 24,826 3,277 28,104 期末残高相当額 43,304 4,846 48,151

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

1 年 内 16,565 千円 1 年 内 20,757 千円
1 年 超 13,385 千円 1 年 超 29,654 千円
合 計 29,950 千円 合 計 50,411 千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 22,790 千円 支 払 リ ー ス 料 29,648 千円
減価償却費相当額 20,246 千円 減価償却費相当額 26,331 千円
支払利息相当額 2,208 千円 支払利息相当額 3,470 千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。     同左

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法は利息     同左

法によっております。

第  6  期
自  平成13年  7月  1日
至  平成14年  6月30日

第  5  期
自  平成12年  7月  1日
至  平成13年  6月30日
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注記事項 株式会社インターネット総合研究所

(税効果会計関係) (税効果会計関係)
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の 1. 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
主な原因別の内訳

繰延税金資産 繰延税金資産

ソフトウェア償却超過 26,874 千円 ソフトウェア償却超過 39,152 千円
一括償却資産償却超過 458 千円 一括償却資産償却超過 453 千円
有価証券評価損否認額 635,754 千円 投資有価証券評価損否認額 25,172 千円
繰越欠損金 221,668 千円 繰越欠損金 131,580 千円
その他 2,017 千円 その他 8,305 千円
繰延税金資産　　　　　小計 886,774 千円 繰延税金資産　　　　　小計 204,663 千円
評価性引当額 △ 886,774 千円 評価性引当額 △ 204,663 千円
繰延税金資産　　　　　合計 － 千円 繰延税金資産　　　　　合計 － 千円

繰延税金負債 △ 1,461 千円
繰延税金負債の純額 △ 1,461 千円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等 2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法 定 実 効 税 率 42.1 ％ 法 定 実 効 税 率 42.1 ％
交際費等損金不算入項目 △ 0.0 ％ 交際費等損金不算入項目 △ 0.5 ％
住民税均等割 △ 0.2 ％ 住民税均等割 △ 0.3 ％
繰延税金資産の評価性引当額 △ 42.0 ％ 繰延税金資産の評価性引当額 △ 52.8 ％
その他 △ 0.1 ％ その他 △ 0.0 ％

△ 0.3 ％ △ 11.6 ％

（有価証券関係）

前事業年度及び当事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

税効果適用後の法人税等の負担率

至  平成14年  6月30日 至  平成13年  6月30日

税効果適用後の法人税等の負担率

第  6  期 第  5  期
自  平成13年  7月  1日 自  平成12年  7月  1日
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重要な後発事象

1 子会社について

   当社は、子会社である株式会社ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ･

ｴｸｽﾁｪﾝｼﾞに対して平成13年7月30日及び平成
13年8月28日に、 第三者割当の引受けにより追
加出資いたしました。

   追加出資の内容は以下のとおりであります。

平成13年7月30日実施分について
資 本 金 400,000千円
当 社 出 資 額 285,000千円(83.8％)
事 業 内 容 ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｴｸｽﾁｪﾝｼﾞｻｰﾋﾞｽ

ｺﾝﾃﾝﾂ･ｴｸｽﾁｪﾝｼﾞｻｰﾋﾞｽ

ｿﾘｭｰｼｮﾝ･ｴｸｽﾁｪﾝｼﾞｻｰﾋﾞｽ

平成13年8月28日実施分について
資 本 金 3,000,000千円
当 社 出 資 額 969,350千円(43.5％)
事 業 内 容 　　　　　同　　上

至　平成14年 6月30日 至　平成13年 6月30日

第  6  期 第  5  期
自　平成13年 7月  1日 自　平成12年 7月  1日
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